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2017 年 10 月に開催された中国共産党第 19 回大会において、中国政府は 2020 年までに貧困撲滅
にさらに力を入れ、「一人残さず、全面的な小康社会を実現する」ことが改めて強調された。小康
社会（安定し、ややゆとりのある社会）の実現は、改革開放以来の歴代指導者のもとが取り組んで
















































世界銀行の国際貧困ライン 5 に基づくと、改革開放がはじまった 1978 年における中国の貧困人
口は 7 億 7,000 万人であったが、2017 年末では 3,046 万人になり、貧困率は 1978 年の 97.5％から
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2017 年末の 3.1％にまで減少している。その一方で、中国政府の貧困ライン（現行の貧困基準は 1
人当たりの年間純所得 2,300 元、2010 年価格基準）に基づくと、図 1 に示すように 1978 年の 2 億
5,000 万人から 2017 年の 3,046 万人に削減され、貧困率も同 31％から 3.1％になり、約十分の一の
水準にまで減少している。世界一の人口大国である中国における貧困者数の劇的な縮小が、世界全
体の貧困削減に多大なる貢献をしたことは言うまでもない。









































































る。2017 年における中国の再生可能エネルギー普及促進にかかわる補助金の規模は約 850 億ドル
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その結果、2018 年に入ってからは太陽光発電普及・拡大に伴う中央と地方政府の財政負担を軽
減するために、中国政府は「531 ニューディール」または「ソーラーニューディール」（2018 年 5



















同時に農村地域の電力問題と貧困問題、さらには「三農問題」の解決を目標として、2014 年 10 月
から実施されている。このプロジェクトの主な内容は、日射条件に恵まれている 16 省の 471 県の
貧困地域に居住する 200 万貧困家庭を対象に、太陽光発電システムの導入を通して一世帯当たりに
年間 3,000 元の売電収益が得られることを目標としている。該プロジェクトでは、2020 年までに計
15GW の太陽光発電システムを導入する予定である。
2017 年末に国家エネルギー局と国務院扶貧弁公室（貧困対策機関）が発表した『第 13 次 5 カ年
計画期間中の第一段階のプロジェクト導入計画』では、8,689 の貧困村に太陽光発電所（総設備容
量 418 万 kW）を建設すると宣言している。その範囲は 14 省（区）の 236 県下の 14,556 貧困村を
























る（使用権の）集団的所有）に、自治体の外部の太陽光発電事業者が、100 〜 300kW の小規模の


























発電設備容量が 45MW、投資総額が 3.7 億元（約 60 億円）の巨大な発電所である。このような巨
大な発電所の建設であるが、その工事期間はかなり短く（2017 年 5 月着工、2018 年 12 月工事完了）、
政府主導の太陽光発電による貧困削減プロジェクトの推進力が如何に巨大であるかを示す好例とな
った。該メガ・ソーラーは、2019 年 6 月時点ですでに 4600 万 kW/ 時の電力の生産と 3,500 万元の
















































































































農家の屋根上に一戸あたり設備容量 20kW のパネルを設置し、年間発電量は 7300kW を見込む。
太陽光発電システムの所有権は農家が有し、発電した電力はまずは農家の自家消費を賄い、残りの
電力を政府の太陽光発電による貧困削減プロジェクトが指定した 0.95 元／ kWh で国家電網公司が
購入する。売電収入から農家に年間 3,000 元を配分し、残りは銀行融資の返済（3〜4 年間で完済）
や村政府の収入とし、地域全体の太陽光発電システムの維持・管理や補修費用に充てている。
ここで強調しておきたい事柄は、中国の太陽光発電による貧困削減プロジェクトにおける電力買
取価格である。0.95 元／ kWh は、ほかの電力のコストに比べると約 2 倍以上の高さであり、一般
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家貧困対策委員会と国家エネルギー局が直接指定した、発電設備容量 200MW の巨大プロジェクト 9
である（左の写真）。2017 年 4 月に第一期（100MW）の建設がスタートし、同 9 月末に発電開始、
2018 年 4 月に第二期（30MW）の建設がスタートし、同 6 月末に発電を開始し、第三期（70MW）
の建設企画が進行中である。第二期までに設置している 130MW の発電設備から発電している電力
は年間 1.6 億 kWh に達している。




を配置している。第二期までに合計 8.2 億元が投資され、東旭藍天は汪清県に年間 1,900 万元の税
金と 1,500 万元の貧困対策費を納めている。貧困対策費は、年間約 5,000 戸の貧困家庭への支援（3,000
元）に使用される。


































2008 年以降において中国の再生可能エネルギー電力の開発は急速に進み、2012 年の FIT 導入に
伴い勢いを増し、2017 年にはアメリカを超えて世界最大となった（図 7）。2018 年の総発電量は
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634TWh であり、世界全体の 26％を占めるようになっている。20 年前の 1998 年時点で中国の割
合はわずか 1.5％であり、その 10 年後の 2008 年においても 5％であったことを勘案すると、如何
に速いスピードで成長しているかがわかる。
また、そのうちの太陽光発電だけをみてみると、2015 年に日本とアメリアを超えて世界最大と
なり、2018 年では 178TWh（世界全体に占める割合は 30％）となっている（図 8）。中国の太陽光










出所：BP、Statistical Review of World Energy に基づき筆者作成。
図 8　世界各国の太陽光発電の推移（単位：TWh）
出所：図 7 と同じ。
















出を遂げていく開発型貧困対策が進められてきた。1990 年代以降では、7 年間で約 8,000 万人の貧困脱出を目指
した「国家『八・七』貧困削減攻略計画（1994－2000 年）」や「中国農村貧困削減開発綱要（2001－2010 年）」
など、さまざまな貧困削減計画が策定・実施され、農村の貧困削減は顕著な成果をあげた。
2　太陽光発電による貧困削減プロジェクトは、中国の国家発展改革委員会が 2016 年 4 月 5 日に公表した「太陽
光発電による貧困扶助業務の実施に関する意見」の公布からはじまる。
3　イギリスでは、2017 年から公営住宅で生活する 80 万以上の貧困世帯に対し、無料でソーラーパネルの設置を
行い、一世帯あたり年間 240 ポンド（約 3 万 5 千円）の電気使用料を節約できるような貧困対策と再生可能エ
ネルギーの促進を組み合わせる取り組みがなされている。またアブダビ開発基金（ADFD）と国際再生可能エ
ネルギー機関（IRENA）の支援によるアフリカのモーリシャス（約 1 万戸）とルワンダ（約 50 万戸）の太陽光
発電プロジェクトでも、貧困家庭の屋根上に太陽光発電システムを設置し、家計の電気料金を大幅に節約でき
るようにしている。
4　IMF が公表している World Economic Outlook の 2019 年 10 月時点の推計値。その一方で購買力平価（PPP）
に基づくと、その値は 19,500 ドルになっている。






9　このプロジェクトによる環境的側面の効果は、第二期までの建設だけでも、約 5 万トンの石炭節約、14 万トン
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